事後審査型制限付き一般競争入札資格要件確認書
令和　　年　　月　　日
高知市上下水道事業管理者　様
住所（所在地）
商号（名　称）
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話／ＦＡＸ）　　　　　　　　／　　　　　　　　
　下記工事の事後審査型制限付き一般競争入札について、関係書類を添えて入札資格要件確認の申請をいたします。
　なお、本申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
記
	


１　工事名　
２　手持ち工事件数
	件　数
	工　　　　　事　　　　　名
	請負金額（千円）

	件
　　　
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（請負金額合計）
	


３　同種工事の施工実績　　　　別紙「同種工事の施工実績調書」のとおり
４　配置予定技術者　　　　別紙「配置予定技術者状況調書」のとおり
５　配水管工事技能者状況調書　別紙「配水管工事技能者状況調書」のとおり
６　労務費報告書　　　　　　　別紙「労務費報告書」のとおり
７　下請契約予定届出書　　　　別紙「下請契約予定届出書（建設業許可：一般）」のとおり
当該工事にかかる建設業許可が一般の場合で、
契約予定金額5,000万円（建築一式工事8,000万円）を超える場合のみ提出
８　当該工事の建設業許可　　　□特定　　□一般　　
※契約予定金額が5,000万円（建築一式工事8,000万円）を超える場合のみ
どちらかにレ点をつけてください
※手持ち工事は、高知市上下水道局発注の工事のみを記載
同種工事の施工実績調書
（会社名　　　　　　　　　　　　　）
	工事名
	
	

	発　注　機　関　名
	
	

	施　 工　 場　 所
	
	

	契約金額
	出資比率按分額

（　　  　　　　　　　　　　）
	出資比率按分額

（　　　　　　　　　　　　　）

	工　　　　　　　期
	/　　/　　　～　　/　　/
	/　　/　　　～　　/　　/

	受　注　形　態　等
	単　体　・　JV(出資率　　　％)
	単　体　・　JV(出資率　　　％)

	工事概要
	
	


※記載内容を確認できるもの(工事カルテ、施工証明書の写し等)を添付すること。
配置予定技術者状況調書
　　　　（会社名　　　　　　　　　　　　　）
	氏名
	
	生年月日
	　　　年　月　日

	最終学歴
	
	経験年数
	年
	入社年月日
	年　月　日

	法令による資格
免許
	

	
	監理技術者資格者証　交付の有無　　有　・　無

交付日　　　　　　年　　月　　日

有効期限　　　　　　年　　月　　日

講習終了日　　　　　　年　　月　　日

	従　　　事　　　工　　　事　　　の　　　状　　　況

	工事名
	
	

	発注機関名
	
	

	施工場所
	
	

	契約金額
	出資比率按分
（　　％　／　　　　　　　　）
	出資比率按分額
（　　％　／　　　　　　　　）　　　　　　　　　　

	工期
	/　　/　　　～　　/　　/
	/　　/　　　～　　/　　/

	従事期間
	/　　/　　　～　　/　　/
	/　　/　　　～　　/　　/

	従事役職

（該当項目に印を）
	・　監理技術者

・　主任技術者

・　現場代理人
	・　監理技術者

・　主任技術者

・　現場代理人

	工事概要
	
	


※1　資格、社員であることを証する書類（資格者証、健康保険証等の写し）を添付すること。

※2　配置予定技術者の施工実績を資格要件としている場合は、「従事工事の状況」欄に、その要件を満たす工事を記載すること。また記載内容を確認できるもの（工事カルテ、施工証明書等の写し）を添付すること。
※3　最終学歴・経験年数については、実務経験年数を証明する必要がある場合のみ記載すること。
配水管工事技能者状況調書

　　　　（会社名　　　　　　　　　　　　　）

	氏　　　 名
	
	生　年　月　日
	Ｓ・Ｈ

年　　月　　日

	登 録 番 号
	　第　　　　　　　号


※1　社員であることを証する書類（健康保険証等の写し）を添付すること（公告日の前日以前に雇用関係が継続している者）。

※2　配水管工事技能者の資格証の写し(両面)を添付すること。
※3  配水用ポリエチレンパイプシステム協会主催の水道配水用ポリエチレン配管施工講習会受講証を添
付すること。

※4　受注者もしくは下請業者において、別の配水管工事技能者を配置できる場合に限り、本工事の現場

代理人と兼務することができる。
     この場合、配管作業に従事する「配水管工事作業員届」を工事担当課へ提出すること。
※5　営業所の専任技術者若しくは経営業務の管理責任者又は他の工事（国、県、市町村等全て）の現場
代理人若しくは技術者との兼務不可
労務費報告書
	工事名
	


令和　年　月　日付けで提出した工事費内訳書につきまして、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下「入契法」という。）第12条の規定により、労務費を以下のとおり提出します。
上記工事の工事費内訳書について


直接工事費のうち、材料費は　　　　　　　　　　　　　　　円です。

直接工事費のうち、労務費は　　　　　　　　　　　　　　　円です。


現場管理費のうち、法定福利費の事業主負担額は　　　　　　　　　　　　　　円です。


現場管理費のうち、建退共制度の掛金は　　　　　　　　　　　　　　　円です。


工事価格のうち、安全衛生経費は　　　　　　　　　　　　　　円です。


※　労務費については、積上げ可能な方式（歩掛、施工パッケージ型積算方式等）で積算した労務費を計上してください。


市場単価方式や標準単価方式（その他の物価本掲載の価格も含む）により積算した労務費は計上しなくてかまいません。














